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研究の概要 

 

持続可能な社会の実現のためには、人々の環境に対する意識や行動の変容が不可欠である。本課題研

究では、日本の一般市民における環境意識・行動変容の規定メカニズムを明らかにし、その結果を基

に、効果的な環境教育や情報提供等の介入施策の開発・検証を行う。具体的にはまず、国内外の環境

意識、行動変容、介入手法、環境教育に関する既往研究をレビューし知見集約を行う。それらの知見

を踏まえて、環境問題における日本人の特徴（若年層の環境意識の低さ、自己効力感の低さ、環境問

題を巡る日本特有の政治的状況等）を踏まえたオンライン質問票調査を行い、脱炭素（ネット・ゼ

ロ）を中心に、循環経済、ネイチャーポジティブも含めた統合的な環境意識と行動変容に関する規定

メカニズムを明らかにする。また、フォーカスグループインタビューやソーシャルネットワークサー

ビス（SNS）上での言説を対象とした質的調査を実施し、環境意識に関するナラティブの分析を行

う。これらの結果を基に、効果が見込まれる環境教育や情報提供の介入施策を開発・提案する。さら

に、一般市民を対象としたオンライン情報提示実験と、児童・生徒・一般向けの環境教育の現場での

実装を通して、それらの施策の効果の評価と検証を行う。特に、児童・生徒・一般向けの環境教育に

関しては、その体系的・形成的な評価を可能とするための環境教育プログラムの評価フレームワーク

の開発を行う。本研究の環境行政に資する成果として、(1)情報提供による行動変容を促す介入手法

のデータベース、(2)心理学・行動科学の理論に基づく一般市民向けの環境教育（情報提供）とコミ

ュニケーションのガイダンス、(3)児童・生徒・一般向け環境教育の評価ガイドラインとツールボッ

クスを開発する。本研究の成果は、教育・行政・メディアが市民の行動変容を促すための介入や情報

提供等を検討する際の指針となる科学的基盤を提供するものである。 
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研究の全体概要図 

 

 

• 国内外の介⼊⼿法のレビューと評価
• オンライン質問票調査（実態・要因調査）
• オンライン実験（介⼊メッセージの効果検証）

• 国内外の環境意識・⾏動変容研究のレビュー
• 質的調査（フォーカスグループインタビュー・
SNS上の⾔説の調査）よるナラティブ分析

• ⼼理学・⾏動科学の理論に基づく⼀般市⺠向け
の環境教育（情報提供）ガイダンスの開発

今後の⾏政・教育機関等による調査の雛形の提供

環境教育プログラムの開発・評価ガイダンスの提供価値観の多様性に応じたテイラード・メッセージ戦略

⾏動・社会変容のための効果的な介⼊施策のリスト

全体統括

サブ1 国⽴環境研T（林：データ・統合班）

社会に提供される成果

理論・質的研究
による学術的
知⾒の⽂脈化

⽇本⼈の環境意識・⾏動変容の規定要因解明と
効果的な環境教育・普及啓発⼿法の開発と検証

⽬的：⽇本⼈のネット・ゼロ、循環経済、ネイチャーポジティブに関する環境意識や⾏動変容の規定要因
を明らかにする。児童・⽣徒向けの環境教育および、⼀般市⺠向けの環境教育（情報提供）において⾼い
効果が期待される介⼊施策を提案するとともに、それらの施策の評価⼿法の開発と効果の検証を⾏う。

教育現場への
実装

サブ1参画者：
林岳彦
（データ科学/生態学)
小出瑠
（循環経済/LCA）
久保雄広
（行動経済/保全科学）

サブ2参画者：江守正多（気候科学/科学コミュニケー
ション)稲増一憲（社会心理）、辻岳史（社会調査/社会学）

サブ3参画者：桜井良（環境教育/教育評価)、森朋子
（環境教育/シビックアクション）、松本朱美（環境教育/
理科教育学）、中村和彦（環境教育/森林学）

『環境意識・⾏動変容の規定要因に関するオンライン調査・実験と
⾏動変容のための介⼊⼿法のデータベース開発』

量的調査による
学術的知⾒の形成と
データの集約

• 国内外の環境教育評価フレームワークのレ
ビューと評価

• ⾏動変容を促す環境教育プログラムの開発
• 児童・⽣徒・⼀般向けの環境教育評価ガイド
ラインとツールボックスの開発

データ・理論・実装の統合

サブ2 東⼤T（江守：理論・定性班）
『環境意識・⾏動変容に関する理論的・質的分析と
効果的な情報提供のためのガイダンスの開発』

サブ3 ⽴命館T（桜井：実装・現場班）
『市⺠の⾏動変容に向けた環境教育プログラムの
実装と環境教育評価フレームワークの開発』

• ⾏動変容と社会変容に向けた効果的な介⼊施策の開発と検証
• 情報提供による⾏動変容を促す介⼊⼿法データベースの開発


